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３．影響評価結果 
各分野の影響評価方法により、シミュレートした結果を以下に示す。 

（１）Ａ地区 
① Ａ地区影響評価結果 

※道路については、海岸・河川堤防が影響を受ける区間について破堤したと仮定し、海

面上昇後の水位まで湛水するという前提で冠水する区間を影響有りとした。 
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② Ａ地区浸水領域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
※未整備区域が残されているため、現況潮位（H.H.W.L.）での評価は現況施設で評価した

が、水位上昇後（H.H.W.L+90 ㎝）については、現行計画施設の整備が完了しているもの

として評価。 

※ 現在の計画高潮位（H.H.W.L）で浸水する場合と H.H.W.L より水位が 90cm 上がった場合

に浸水する領域を図示。 

A地区 H.H.W.L H.H.W .L.+90cm

浸水想定領域内人口（千人） 1,370 1 ,417

浸水想定面積（km2） 434.1 449.2
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③ Ａ地区影響評価結果 
海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）

検討対象施設 +0.1 +0.3 +0.5 +0.9

浸水想定領域内人口 千人 1.370.0 1,386.0 1,404.6 1,417.4 －

浸水想定領域内世帯数 千世帯 480.2 485.8 492.2 496.6 －

浸水想定被害額 兆円 21.1 21.4 22.8 23.1 －

海岸 ｋｍ 0.0 2.5 2.5 2.5 40.7

庄内川 ｋｍ 8.8 9.0 9.4 10.2 －

新川 ｋｍ 12.6 13.2 13.8 15.0 －

堀川 ｋｍ 13.6 13.6 13.6 13.6 －

天白川 ｋｍ 3.6 4.0 4.4 5.0 －

個所 1 1 1 1 1 堀川口防潮水門（海岸施設）

個所 0 0 0 1 1

個所 0 0 0 2 21 現状で余裕高不足：4
鉄道橋は除く

ｋｍ 1.5 2.7 4.1 7.8 34.6

ｋｍ 4.7 8.8 25.9 34.9 112.0

ｋｍ 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2

個所 0 0 0 1 13

個所 0 0 0 0 15

ｋｍ 37.9 38.0 38.0 38.4 49.6

※各数値は累計値

海面上昇による影響評価結果（割合）海面上昇による影響評価結果（割合）海面上昇による影響評価結果（割合）海面上昇による影響評価結果（割合）

検討対象施設 +0.1 +0.3 +0.5 +0.9

海岸 ％ 0% 6% 6% 6% 100%

％ 100% 100% 100% 100% 100%

％ 0% 0% 0% 100% 100%

％ 0% 0% 0% 10% 100% 現状で余裕高不足：4
鉄道橋は除く

％ 4% 8% 12% 23% 100%

％ 4% 8% 23% 31% 100%

％ 100% 100% 100% 100% 100%

％ 0% 0% 0% 8% 100%

％ 0% 0% 0% 0% 100%

％ 76% 77% 77% 77% 100%

※各数値は累計値

・都市部を含め低平地が広がっていているため、被害額は大きい。

・低平地が広がっていて河川の河床勾配が小さいため、海面上昇による影響が比較的上流まで及ぶ。

・海岸施設は+0.3mで影響が生じる。その後影響は拡大しない。

・河川施設は+0.1mから長い区間にわたって影響が生じている。

・港湾施設は水位の上昇に伴い影響が増大する。

・道路施設は+0.1mで影響区間が長いが、その後あまり変化しない。

堤防・護岸

水門等

排水機場

・下水道施設は+0.9mで影響が生じる。

堤防

河川

岸壁・物揚場

護  岸

堤防・護岸

備　考

下水処理場

単位 検討対
象

防波堤

検討海面上昇値

水門等

排水機場

橋　梁

備　考

河川

橋　梁

港湾

下水道
ポンプ場

道　　路

単位
検討海面上昇値 検討対

象

港湾

岸壁・物揚場

護  岸

防波堤

下水道
下水処理場

ポンプ場

道　　路

被害の特徴
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（２）Ｂ地区 
① Ｂ地区影響評価結果 

 

※道路については、海岸・河川堤防が影響を受ける区間について破堤したと仮定し、海

面上昇後の水位まで湛水するという前提で冠水する区間を影響有りとした。 
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② Ｂ地区浸水領域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
※未整備区域が残されているため、現況潮位（H.H.W.L.）での評価は現況施設で評価した

が、水位上昇後（H.H.W.L+90 ㎝）については、現行計画施設の整備が完了しているもの

として評価。 

※ 現在の計画高潮位（H.H.W.L）で浸水する場合と H.H.W.L より水位が 90cm 上がった場合

に浸水する領域を図示。 

B地区 H.H.W.L H.H.W.L.+90cm

浸水想定領域内人口（千人） 48.1 91.4

浸水想定面積（km2） 47.8 81.5
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③ Ｂ地区影響評価結果 
 
 

 
 
 

海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）

検討対象施設 +0.1 +0.3 +0.5 +0.9

浸水想定領域内人口 千人 49.8 53.2 66.5 91.4 －

浸水想定領域内世帯数 千世帯 15.2 16.3 20.9 29.2 －

浸水想定被害額 兆円 1.2 1.4 1.7 2.2 －

海岸 ｋｍ 0.0 0.0 0.0 1.2 20.3

堤防 豊川 ｋｍ 3.0 3.4 3.6 4.0 －

個所 0 0 0 0 0

個所 0 1 1 1 1

個所 0 0 0 0 2 鉄道橋は除く

ｋｍ 0.2 0.8 1.6 7.4 11.8

ｋｍ 0.0 0.1 0.1 2.0 55.2

ｋｍ 6.2 6.2 6.2 6.2 6.2

個所 0 0 0 0 2

個所 0 0 0 0 3

ｋｍ 2.7 2.7 2.7 2.7 6.7

※各数値は累計値

海面上昇による影響評価結果（割合）海面上昇による影響評価結果（割合）海面上昇による影響評価結果（割合）海面上昇による影響評価結果（割合）

検討対象施設 +0.1 +0.3 +0.5 +0.9

海岸 ％ 0% 0% 0% 6% 100%

％ 0% 0% 0% 0% なし

％ 0% 100% 100% 100% 100%

％ 0% 0% 0% 0% 100% 鉄道橋は除く

％ 2% 7% 14% 63% 100%

％ 0% 0% 0% 4% 100%

％ 100% 100% 100% 100% 100%

％ 0% 0% 0% 0% 100%

％ 0% 0% 0% 0% 100%

％ 40% 40% 40% 41% 100%

※各数値は累計値

・豊橋市の中心部の標高が比較的高いため、被害額は小さい。

・海岸施設は+0.5mまでは影響が生じないが、＋0.9ｍで影響が生じる。

・河川施設は+0.1mから影響が生じるが、影響区間は短い。

・港湾施設は水位の上昇に伴い影響が増大する。

・下水道施設への影響は小さい。

・道路施設は+0.1mで被害ポテンシャルが大きいが、その後あまり変化しない。

岸壁・物揚場

護  岸

防波堤

下水道
下水処理場

ポンプ場

港湾

排水機場

橋　梁

河川

岸壁・物揚場

護  岸

防波堤

検討海面上昇値
備　考

水門等

単位
検討対
象

堤防・護岸

下水道
ポンプ場

道　　路

単位

下水処理場

道　　路

備　考

河川

港湾

検討海面上昇値 検討対
象

堤防・護岸

水門等

排水機場

橋　梁

被害の特徴
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（３）Ｃ地区 
① Ｃ地区影響評価結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※道路については、海岸・河川堤防が影響を受ける区間について破堤したと仮定し、海

面上昇後の水位まで湛水するという前提で冠水する区間を影響有りとした。 
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② Ｃ地区浸水領域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
※未整備区域が残されているため、現況潮位（H.H.W.L.）での評価は現況施設で評価した

が、水位上昇後（H.H.W.L+90 ㎝）については、現行計画施設の整備が完了しているもの

として評価。 

※ 現在の計画高潮位（H.H.W.L）で浸水する場合と H.H.W.Lより水位が 90cm上がった場
合に浸水する領域を図示。 

C地区 H.H.W.L H.H.W.L.+90cm

浸水想定領域内人口（千人） 663.1 764.9

浸水想定面積（km2） 378.6 405.7
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③ Ｃ地区影響評価結果 

海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）

検討対象施設 +0.1 +0.3 +0.5 +0.9

浸水想定領域内人口 千人 663.1 670.9 761.4 764.9 －

浸水想定領域内世帯数 千世帯 204.7 207.1 236.2 237.3 －

浸水想定被害額 兆円 15.4 15.6 16.7 16.9 －

海岸 ｋｍ 0.0 0.9 0.9 4.8 4.8

木曽川 ｋｍ 5.8 6.6 7.4 8.8 －

長良川 ｋｍ 6.2 7.4 8.2 13.6 －

揖斐川 ｋｍ 6.2 7.4 8.4 10.4 －

個所 0 1 1 1 1

個所 0 0 2 10 11

個所 0 1 4 4 9 現状で余裕高不足：3
鉄道橋は除く

ｋｍ 0.04 0.2 0.2 0.2 0.8

ｋｍ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6

ｋｍ 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3

個所 0 0 0 0 1

個所 0 1 1 4 11

ｋｍ 21.8 21.9 22.3 22.6 31.7

※各数値は累計値

海面上昇による影響評価結果（割合）海面上昇による影響評価結果（割合）海面上昇による影響評価結果（割合）海面上昇による影響評価結果（割合）

検討対象施設 +0.1 +0.3 +0.5 +0.9

海岸 ％ 0% 20% 20% 100% 100%

％ 0% 100% 100% 100% 100%

％ 0% 0% 18% 91% 100%

％ 0% 11% 44% 44% 100% 現状で余裕高不足：3
鉄道橋は除く

％ 5% 25% 25% 25% 100%

％ 0% 0% 0% 0% 100%

％ 100% 100% 100% 100% 100%

％ 0% 0% 0% 0% 100%

％ 0% 9% 9% 36% 100%

％ 69% 69% 70% 71% 100%

※各数値は累計値

・低平地が広がっていているため、被害額は大きい。

・海岸施設は+0.3mで影響が生じ、+0.9mで全ての海岸施設に影響が生じる。

・河川施設では+0.1mから長い区間にわたって影響が生じている。

・港湾施設は+0.1ｍから影響が生じ、+0.5mからはあまり変化しない。

・下水道施設は+0.3mおよび+0.9mで影響が増大するが、その割合は小さい。

・道路施設は+0.1mで被害ポテンシャルが大きいが、その後あまり変化しない。

備　考

橋　梁

岸壁・物揚場

護  岸

堤防・護岸

水門等

排水機場

検討海面上昇値
備　考

水門等

検討対
象単位

堤防

堤防・護岸

防波堤

下水処理場

河川

排水機場

橋　梁

港湾

下水道
ポンプ場

岸壁・物揚場

護  岸

道　　路

単位
検討海面上昇値 検討対

象

道　　路

河川

港湾

下水道
下水処理場

ポンプ場

防波堤

被害の特徴
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（４）Ｄ地区 
① Ｄ地区影響評価結果 

 
 
 

※道路については、海岸・河川堤防が影響を受ける区間について破堤したと仮定し、海

面上昇後の水位まで湛水するという前提で冠水する区間を影響有りとした。 
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② Ｄ地区浸水領域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
※未整備区域が残されているため、現況潮位（H.H.W.L.）での評価は現況施設で評価した

が、水位上昇後（H.H.W.L+90 ㎝）については、現行計画施設の整備が完了しているもの

として評価。 

※ 現在の計画高潮位（H.H.W.L）で浸水する場合と H.H.W.L より水位が 90cm 上がった場合

に浸水する領域を図示。 

 

D地区 H.H.W.L H.H.W.L.+90cm

浸水想定領域内人口（千人） 49.3 100.6

浸水想定面積（km2） 39.6 67.2
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海面上昇に伴う砂浜への影響（Ｄ地区） 

 
 
 
 
 
 

汀線位置変化量（ｍ） 砂浜面積変化量（×104ｍ2）

＋0.1m ＋0.3m ＋0.5m ＋0.9m ＋0.1m ＋0.3m ＋0.5m ＋0.9m

河芸 上野 1,773 -1 .1 -3.4 -5.4 -9.2 -0.2 -0.6 -1.0 -1 .6

白塚 823 -1 .1 -3.4 -5.4 -9.2 -0.1 -0.3 -0.4 -0.8

栗真 1,165 -1 .1 -3.4 -5.4 -9.2 -0.1 -0.4 -0.6 -1 .1

河芸地区 1,845 -2.5 -7.5 -12.5 -22.5 -0.5 -1.4 -2.3 -4.2

松本崎地区 263 -0.8 -2.5 -4.1 -7.5 0.0 -0.1 -0.1 -0.2

中河原乙部地区 2,695 -0.8 -2.5 -4.1 -7.5 -0.2 -0.7 -1.1 -2.0

阿漕藤枝米津地区 4,385 -2.5 -7.5 -12.5 -20.2 -1 .1 -3.3 -5.5 -8.9

香良州 2,350 -0.8 -2.5 -4.1 -7.5 -0.2 -0.6 -1.0 -1 .8

鵲 1,645 -0.8 -2.5 -4.1 -7.5 -0.1 -0.4 -0.7 -1 .2

天白 1,680 -0.8 -2.5 -4.1 -7.5 -0.1 -0.4 -0.7 -1 .3

地区合計 18,624 -2.7 -8.1 -13.4 -23.0

※）汀線位置変化量は、測量断面から算出した、現在のT.P±０ｍから各検討海面上昇値地点までの距離。負値は陸側へ移動。

砂浜減少面積＝海岸線延長×汀線位置変化量で算出。

海岸線延
長（ｍ）

地区 都道府
県名

海岸名 地区名

津
松阪港

D 三重県

松阪

津

 【砂浜の減少】 

海水面の上昇 

砂浜幅・面積の減少 

T.P.±０ｍ 



資 － 39 

③ Ｄ地区影響評価結果 

 
 

海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）

検討対象施設 +0.1 +0.3 +0.5 +0.9

浸水想定領域内人口 千人 56.2 97.6 97.7 100.6 －

浸水想定領域内世帯数 千世帯 19.6 37.1 37.1 38.2 －

浸水想定被害額 兆円 1.5 2.6 2.6 2.9 －

海岸 ｋｍ 0.0 4.6 4.6 4.6 18.6

堤防 雲出川 ｋｍ 1.4 1.6 1.8 2.0 －

個所 0 0 0 0 0

個所 0 0 0 0 0

個所 0 0 0 0 0

ｋｍ 0.1 0.3 0.4 1.1 1.4

ｋｍ 0.0 0.0 0.2 0.2 9.2

ｋｍ 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0

個所 0 0 1 1 1

個所 0 0 1 4 4

ｋｍ 8.3 8.6 9.3 11.0 12.9

※各数値は累計値

海面上昇による影響評価結果（割合）海面上昇による影響評価結果（割合）海面上昇による影響評価結果（割合）海面上昇による影響評価結果（割合）

検討対象施設 +0.1 +0.3 +0.5 +0.9

海岸 ％ 0% 25% 25% 25% 100%

％ 0% 0% 0% 0% なし

％ 0% 0% 0% 0% なし

％ 0% 0% 0% 0% なし

％ 7% 21% 29% 79% 100%

％ 0% 0% 2% 2% 100%

％ 100% 100% 100% 100% 100%

％ 0% 0% 100% 100% 100%

％ 0% 0% 25% 100% 100%

％ 64% 66% 72% 85% 100%

※各数値は累計値

・特に＋0.3mで津市の市街地が影響を受けるため、被害額が増大する。

・海岸施設は+0.3mで影響が生じるが、その後増大しない。

・河川施設は+0.1ｍから影響が生じるが、影響区間は短く、河口付近のみ。

・港湾施設は水位の上昇に伴い影響が増大する。

・下水道施設は全て海域に放流しているため、＋0.9mで全ての下水道施設に影響が生じる。

・道路施設は+0.1mで被害ポテンシャルが大きく、その後水位の上昇に伴って増大する。

堤防・護岸

水門等

排水機場河川

橋　梁

備　考

水門等

単位 検討対
象

堤防・護岸

港湾

検討海面上昇値

河川

岸壁・物揚場

護  岸

防波堤

排水機場

橋　梁

検討海面上昇値 検討対
象 備　考

下水道
ポンプ場

道　　路

単位

下水処理場

道　　路

港湾

下水道
下水処理場

ポンプ場

岸壁・物揚場

護  岸

防波堤

被害の特徴
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（５）Ｅ地区 
① Ｅ地区影響評価結果 

 
 

※道路については、海岸・河川堤防が影響を受ける区間について破堤したと仮定し、海

面上昇後の水位まで湛水するという前提で冠水する区間を影響有りとした。 
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② Ｅ地区浸水領域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
※未整備区域が残されているため、現況潮位（H.H.W.L.）での評価は現況施設で評価した

が、水位上昇後（H.H.W.L+90 ㎝）については、現行計画施設の整備が完了しているもの

として評価。 

※ 現在の計画高潮位（H.H.W.L）で浸水する場合と H.H.W.Lより水位が 90cm上がった場
合に浸水する領域を図示。 

 
 

E地区 H.H.W.L H.H.W.L.+90cm

浸水想定領域内人口（千人） 11 .2 14.1

浸水想定面積（km2） 15.2 22.4
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海面上昇に伴う砂浜への影響（Ｅ地区） 
 
 
 

 

汀線位置変化量（ｍ） 砂浜面積変化量（×104ｍ2） 　

＋0.1m ＋0.3m ＋0.5m ＋0.9m ＋0.1m ＋0.3m ＋0.5m ＋0.9m

川尻 1 ,200 -0.5 -0.7 -0.9 -1.4 -0.1 -0.1 -0.1 -0.2

北藤原 822 -0.5 -0.7 -0.9 -1.4 0.0 -0.1 -0.1 -0.1

浜田 1 ,826 -0.5 -0.7 -0.9 -1.4 -0.1 -0.1 -0.2 -0.2

大淀 1 ,858 -0.9 -2.5 -4.1 -8.3 -0.2 -0.5 -0.8 -1.5

北浜 2,389 -1.0 -2.9 -4.5 -8.3 -0.2 -0.7 -1.1 -2.0

東豊浜 204 -0.7 -2.1 -3.5 -6.3 0.0 0.0 -0.1 -0.1

地区合計 8,299 -0.6 -1.5 -2.3 -4.2

※） 汀線位置変化量は、測量断面から算出した、現在のT.P±０ｍから各検討海面上昇値地点までの距離。負値は陸側へ移動。

砂浜減少面積＝海岸線延長×汀線位置変化量で算出。

海岸線延
長（ｍ）地区

都道府
県名 海岸名 地区名

E 三重県

明和

伊勢

 【砂浜の減少】 

海水面の上昇 

砂浜幅・面積の減少 

T.P.±０ｍ 
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③ Ｅ地区影響評価結果 

 

海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）海面上昇による影響評価結果（施設延長及び施設数）

検討対象施設 +0.1 +0.3 +0.5 +0.9

浸水想定領域内人口 千人 11.1 13.7 13.8 14.1 －

浸水想定領域内世帯数 千世帯 2.7 3.3 3.4 3.4 －

浸水想定被害額 兆円 0.2 0.3 0.3 0.3 －

海岸 ｋｍ 0.0 0.0 0.0 8.3 8.3

櫛田川 ｋｍ 0.6 0.6 0.8 1.2 －

宮川 ｋｍ 1.6 1.8 2.0 2.4 －

個所 0 0 0 0 0

個所 0 0 0 0 0

個所 0 0 0 0 0

ｋｍ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ｋｍ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ｋｍ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

個所 0 0 0 0 1

個所 0 0 0 0 0

ｋｍ 2.4 3.0 3.8 5.2 13.4

※各数値は累計値

海面上昇による影響評価結果（割合）海面上昇による影響評価結果（割合）海面上昇による影響評価結果（割合）海面上昇による影響評価結果（割合）

検討対象施設 +0.1 +0.3 +0.5 +0.9

海岸 ％ 0% 0% 0% 100% 100%

％ 0% 0% 0% 0% なし

％ 0% 0% 0% 0% なし

％ 0% 0% 0% 0% なし

％ 0% 0% 0% 0% なし

％ 0% 0% 0% 0% なし

％ 0% 0% 0% 0% なし

％ 0% 0% 0% 0% 100%

％ 0% 0% 0% 0% なし

％ 18% 22% 28% 39% 100%

※各数値は累計値

・浸水が及ぶ範囲は沿岸部の人口密度の低いところであり、被害額は小さい。

・海岸施設は+0.5mまで影響がないが、＋0.9ｍで全ての海岸施設に影響が生じる。

・河川施設は+0.1ｍから影響が生じるが、影響区間は短い。

・下水道施設への影響は小さい。

・道路施設は+0.1mの場合被害ポテンシャルは小さいが、その後水位の上昇に伴って増大する。

防波堤

下水処理場

水門等

排水機場

堤防・護岸

河川

港湾
岸壁・物揚場

護  岸

道　　路

検討海面上昇値
備　考

水門等

単位 検討対
象

堤防・護岸

排水機場

橋　梁

堤防

港湾

下水道
下水処理場

ポンプ場

岸壁・物揚場

護  岸

防波堤

検討海面上昇値 検討対
象 備　考

河川

橋　梁

下水道
ポンプ場

道　　路

単位

被害の特徴
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（６）まとめ 
① 各地区・施設毎の影響の特徴 
施設別にみると、河川及び港湾施設は海面上昇の値が小さい段階から影響が生じる。海岸

施設及び下水道は、海面上昇の値が小さい段階では影響が小さい。主要道路は、低平地内のも

のについては、浸水を受けた場合、影響が大きい。 

地区別にみると、Ａ地区、Ｃ地区のように低平地が広がっていて河川の河床勾配が小さい

ところは、海面上昇の影響が比較的上流まで及ぶ。ポンプ場、排水機場等の影響は、Ｃ地区、

Ｄ地区のように海域や河口近くに多い場合、海面上昇による影響を受けやすい。Ｂ地区の都市

部は比較的標高が高いため、Ｄ地区のように都市部が海岸に面している場合よりも被害ポテン

シャルは小さい。 

各地区・施設毎の影響を相対的にみた概要を下表に示す。 

 

相対的にみた各地区・施設毎の影響の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区 検討分野 他地区と比べた
被害の総量

地区内での
被害の程度

被害が生じる
タイミング

海岸 小 中 初期

河川 中 中 初期

港湾 大 中 初期

下水道 小 小 後期

道路 大 大 初期

海岸 小 小 後期

河川 小 中 初期

港湾 中 中 初期

下水道 なし なし なし

道路 小 小 初期

海岸 中 大 初期

河川 大 小 初期

港湾 小 小 初期

下水道 大 中 初期

道路 大 大 初期

海岸 中 中 初期

河川 小 大 初期

港湾 小 大 初期

下水道 大 大 中期

道路 中 大 初期

海岸 大 大 後期

河川 小 大 初期

港湾 なし なし なし

下水道 なし なし なし

道路 小 小 初期

E

A

B

C

D



資 － 45 

② 各地区の浸水想定被害額の特徴 
各地区の浸水想定被害額の評価結果をまとめて示す。人口や資産の集積度が高い A地区の

浸水想定被害額が最も高い。また、現況では現在の計画諸元を満たしていない未完成部分が各

地に残されているため、浸水想定被害額が大きく評価されている。当然現在の計画諸元を満た

した施設が完成すれば浸水想定被害額は０円となることから、未整備区間の早急な整備が課題

となっている。 
 

各地区の浸水想定被害額の評価結果 

 
 

A地区 単位：兆円

現況計画潮位 +0.1m +0.3m ＋0.5m +0.9ｍ

現　況　施　設 \21.1 \21.1 \21.4 \22.8 \23.1

現行計画施設完成時 \0.0 \21.1 \21.4 \22.8 \23.1

B地区

現況計画潮位 +0.1m +0.3m ＋0.5m +0.9ｍ

現　況　施　設 \1.5 \1.6 \1.7 \1.7 \2.2

現行計画施設完成時 \0.0 \1.2 \1.4 \1.7 \2.2

C地区

現況計画潮位 +0.1m +0.3m ＋0.5m +0.9ｍ

現　況　施　設 \15.4 \15.4 \15.6 \16.7 \16.9

現行計画施設完成時 \0.0 \15.4 \15.6 \16.7 \16.9

D地区

現況計画潮位 +0.1m +0.3m ＋0.5m +0.9ｍ

現　況　施　設 \1.7 \2.5 \2.6 \2.6 \2.9

現行計画施設完成時 \0.0 \1.5 \2.3 \2.3 \2.5

E地区

現況計画潮位 +0.1m +0.3m ＋0.5m +0.9ｍ

現　況　施　設 \0.2 \0.2 \0.3 \0.3 \0.3

現行計画施設完成時 \0.0 \0.2 \0.3 \0.3 \0.3

※被害額算出手法は治水経済調査マニュアルによる
※現況施設は、平成12年度末に完成している施設
※対象区域を、堤防の整備状況データの入手できた２級以上の河川、海岸、および検討設定潮位の等高線
　 で囲まれたブロックに分割し、1箇所でも堤防高不足が生じると、そのブロックは浸水するものとして評価

潮　位
施　設

潮　位施　設

潮　位
施　設

潮　位施　設

潮　位
施　設
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参考までに、シミュレートした結果と過去に生じた実際の被害状況とを比較するため、伊勢湾

台風と東海水害における被害実態を例示した。 

 
１）伊勢湾台風における被害状況 
 
 
 
 

伊勢湾台風被害による浸水状況図 

注）1.愛知県内の浸水範囲は、｢伊勢湾台風災害復興誌（愛知県）｣内の伊勢湾等高潮対策事業計画基本方針で示された
ものである。 
2.三重県内の浸水範囲は、｢伊勢湾台風災害誌（三重県）｣に示されたものである。 
3.伊勢湾台風は昭和 34年 9月 26日時に紀伊半島へ上陸し、その概況（9月 23日～26日）は以下のとおりである。
 中心気圧：895～910mb，最大風速：60～75m/s，風速：25m/s以上の暴風圏の直径：600～800km 
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昭和 34年 9月に襲来した伊勢湾台風の被害状況を示す。 

 
 
 

伊勢湾台風による愛知･三重両県の全国に対する一般被害率 

注）1.グラフ枠外の右の数値は全国値を示す。 
2.ここでのデータについて、愛知、三重両県の数字は災害救助法に基づく市町村よりの最終報告、その
他の都道府県は建設省に対する被害報告による。 

3.田畑の被害推定額は昭和 34年当時における農作物の被害額である。 
資料：伊勢湾台風災害誌（建設省） 

4,533

63,670

1,110,057

125,591

15,386

196,256

6,325

2,069

89,503

142

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

愛知･三重両県
愛知･三重両県を除く全国

死者･行方不明

負傷者

罹災者

全壊･半壊

流　失

浸　水

流失･埋没

冠　水

流失･沈没

被害推定額

　
人
的
被
害

(人)

　
住
家

(戸)

(ha)

(隻)

　
田
畑

船
舶

（90909090%）

（83838383 %）

（30303030%）

（30303030%）

（43434343%）

（55555555 %）

（93939393%）

（71717171 %）

（59595959 %）

（92929292 %）

5,012

69,538

177,574

479

295,264

14,662

359,178

1,887,723

16,580

2,481

（億円）
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高潮に破壊された護岸 
（高潮に破壊され激浪が一時に浸入し170戸を一
瞬にして押し流した－愛知県半田市日ノ出町） 

宝川せき止め作業 
（宝川の頑丈な堤防も 50m風速と高潮に一瞬

にして決壊－愛知県海部郡飛島村） 

高潮により町道に打ち上げられた貨物船（593 ﾄﾝ）  
（愛知県蒲郡市西浦町 町道前崎～堂ヶ松線上） 

愛知･三重両県の被災写真 

海岸堤防の決壊 
（三重県川越村亀崎新田） 

崩壊した港湾施設 
（三重県北牟婁郡長島港） 

護岸築堤決壊 
（三重県海山町） 

資料：愛知県－伊勢湾台風災害写真集（ＣＤ−ＲＯＭ版、愛知県）
三重県－伊勢湾台風災害誌（三重県）  
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伊勢湾台風による浸水領域、現在の計画高潮位（H.H.W.L）で浸水する領域、H.H.W.L よ

り水位が 90cm上がった場合に浸水する領域を重ねて示した。伊勢湾台風による浸水領域に

対し、現在の計画高潮位（H.H.W.L）で浸水する領域の方がかなり広いが（面積比で約２倍

余り）、広域的な地盤沈下量を考慮する必要がある（広域地盤沈下の累積沈下量コンター図

参照）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 名古屋地区の浸水領域図 
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広域地盤沈下の累積沈下量コンター図 
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 ２）東海水害による被害状況 
 
 

 
 
 

平成12年東海豪雨及び台風14号(9.8～9.18)による被害額(愛知県) 

東海豪雨は、2000年９月11～12日にかけて名古屋市を中心とした東海地方が台風14号の影響により活発化した停滞前線

による集中的な豪雨にみまわれた。２日間の積算降水量は多いところで600m前後に達し、名古屋市周辺で多数の浸水被

害が生じた。１時間降水量は名古屋市で最大93m（11日19時）、東海で114mm（同）であった。 

資料：国土交通省資料 等 

家屋・家庭用品被害 

約2,775億円 
事業所償却資産・在庫資産被害 

約4,771億円 

応急対策 
約360億円 

営業停止・停滞損失 
約447億円 

公共土木施設被害 
約252億円 

その他 
約51億円 

合計 約8,700億円の被害 

東海水害による名古屋市周辺の浸水状況図 


